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(57)【要約】
【課題】低コスト化および小型化を実現でき、短絡しにくく、電池性能に優れたレドック
スフロー電池が得られるレドックスフロー電池用電極とその製造方法、およびレドックス
フロー電池の提供。
【解決手段】ポリアクリロニトリル系炭素繊維とバインダ樹脂の炭化物とを含むカーボン
ペーパーからなり、水銀圧入法により測定される比表面積が０．５～１．５ｍ２／ｇであ
る、レドックスフロー電池用電極。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリアクリロニトリル系炭素繊維とバインダ樹脂の炭化物とを含むカーボンペーパーか
らなり、水銀圧入法により測定される比表面積が０．５～１．５ｍ２／ｇである、レドッ
クスフロー電池用電極。
【請求項２】
　前記カーボンペーパーは水銀圧入法により測定される細孔分布において少なくとも２つ
のピークを有する、請求項１に記載のレドックスフロー電池用電極。
【請求項３】
　前記カーボンペーパーは炭素フィラーをさらに含む、請求項１または２に記載のレドッ
クスフロー電池用電極。
【請求項４】
　前記カーボンペーパーはポリアクリロニトリル系炭素繊維以外の炭素繊維をさらに含む
、請求項１～３のいずれか一項に記載のレドックスフロー電池用電極。
【請求項５】
　以下の（Ａ１）工程、（Ａ２）工程、（Ａ３）工程および（Ａ４）工程を有する、レド
ックスフロー電池用電極の製造方法。
（Ａ１）工程：ポリアクリロニトリル系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する
工程。
（Ａ２）工程：（Ａ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂と、炭素フィラーとを含むバインダ樹脂組成物を含浸させ、前駆体
シートを作製する工程。
（Ａ３）工程：（Ａ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化させ
る工程。
（Ａ４）工程：（Ａ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【請求項６】
　以下の（Ｂ１）工程、（Ｂ２）工程、（Ｂ３）工程および（Ｂ４）工程を有する、レド
ックスフロー電池用電極の製造方法。
（Ｂ１）工程：ポリアクリロニトリル系炭素繊維と、ポリアクリロニトリル系炭素繊維以
外の炭素繊維とを用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程。
（Ｂ２）工程：（Ｂ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂を含浸させ、前駆体シートを作製する工程。
（Ｂ３）工程：（Ｂ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化させ
る工程。
（Ｂ４）工程：（Ｂ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【請求項７】
　請求項１～４のいずれか一項に記載のレドックスフロー電池用電極を備えた、レドック
スフロー電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レドックスフロー電池用電極とその製造方法、およびレドックスフロー電池
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電力貯蔵用電池として、レドックスフロー電池が注目されている。
　レドックスフロー電池は、水素イオンが透過する隔膜により内部が正極室と負極室に分
離された電解槽、正極電解液を貯留する正極タンク、負極電解液を貯留する負極タンク、
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電解液をタンクと電解槽との間で循環させるポンプなどで構成される。そして、正極タン
クと正極室との間で正極電解液を循環させ、負極タンクと負極室との間で負極電解液を循
環させ、正極室および負極室に設置された各電極上で酸化還元反応を進行させることで充
放電が行われる。
　レドックスフロー電池に用いられる電極としては、カーボンフェルトやカーボンペーパ
ー等の炭素繊維集合体が用いられている（例えば特許文献１、２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第３６０１５８１号公報
【特許文献２】国際公開第２０１６／１０４６１３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　カーボンフェルトを用いた電極は、製造コストがかかる、カーボンフェルトはある程度
の厚みがあるため電極の薄膜化が困難、繊維が毛羽立ちやすいため短絡しやすい、などの
問題があった。
【０００５】
　一方、カーボンペーパーはカーボンフェルトに比べて安価であり、薄く、繊維が毛羽立
ちにくい。そのため、カーボンペーパーを用いた電極は、カーボンフェルトを用いた電極
に比べて安価であり、薄膜化が容易であることから、電池の低コスト化や小型化が可能で
あり、しかも短絡しにくい。
　しかしながら、カーボンペーパーを用いた電極の場合、電池性能が必ずしも充分に高く
はなかった。
【０００６】
　本発明は、低コスト化および小型化を実現でき、短絡しにくく、電池性能に優れたレド
ックスフロー電池が得られるレドックスフロー電池用電極とその製造方法、およびレドッ
クスフロー電池を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は以下の態様を有する。
［１］　ポリアクリロニトリル系炭素繊維とバインダ樹脂の炭化物とを含むカーボンペー
パーからなり、水銀圧入法により測定される比表面積が０．５～１．５ｍ２／ｇである、
レドックスフロー電池用電極。
［２］　前記カーボンペーパーは水銀圧入法により測定される細孔分布において少なくと
も２つのピークを有する、［１］に記載のレドックスフロー電池用電極。
［３］　前記カーボンペーパーは炭素フィラーをさらに含む、［１］または［２］に記載
のレドックスフロー電池用電極。
［４］　前記カーボンペーパーはポリアクリロニトリル系炭素繊維以外の炭素繊維をさら
に含む、［１］～［３］のいずれか１つに記載のレドックスフロー電池用電極。
【０００８】
［５］　以下の（Ａ１）工程、（Ａ２）工程、（Ａ３）工程および（Ａ４）工程を有する
、レドックスフロー電池用電極の製造方法。
（Ａ１）工程：ポリアクリロニトリル系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する
工程。
（Ａ２）工程：（Ａ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂と、炭素フィラーとを含むバインダ樹脂組成物を含浸させ、前駆体
シートを作製する工程。
（Ａ３）工程：（Ａ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化させ
る工程。
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（Ａ４）工程：（Ａ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【０００９】
［６］　以下の（Ｂ１）工程、（Ｂ２）工程、（Ｂ３）工程および（Ｂ４）工程を有する
、レドックスフロー電池用電極の製造方法。
（Ｂ１）工程：ポリアクリロニトリル系炭素繊維と、ポリアクリロニトリル系炭素繊維以
外の炭素繊維とを用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程。
（Ｂ２）工程：（Ｂ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂を含浸させ、前駆体シートを作製する工程。
（Ｂ３）工程：（Ｂ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化させ
る工程。
（Ｂ４）工程：（Ｂ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【００１０】
［７］　［１］～［４］のいずれか１つに記載のレドックスフロー電池用電極を備えた、
レドックスフロー電池。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、低コスト化および小型化を実現でき、短絡しにくく、電池性能に優れ
たレドックスフロー電池が得られるレドックスフロー電池用電極とその製造方法、および
レドックスフロー電池を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明のレドックスフロー電池用電極の一例を示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
「レドックスフロー電池用電極」
　本発明のレドックスフロー電池用電極（以下、「ＲＦＢ用電極」ともいう。）は、ポリ
アクリロニトリル系炭素繊維（以下、「ＰＡＮ系炭素繊維」ともいう。）とバインダ樹脂
の炭化物とを含むカーボンペーパーからなる。このカーボンペーパーは、炭素フィラーや
ＰＡＮ系炭素繊維以外の炭素繊維（以下、「非ＰＡＮ系炭素繊維」ともいう。）をさらに
含んでいてもよい。
　なお、「カーボンペーパー」とは、概ね平面内においてランダムな方向に炭素繊維を分
散させ、ペーパー状としたものである。また、「ランダムな方向に分散」とは、炭素繊維
が概ね一つの面を形成するように横たわっていることを意味する。
【００１４】
＜アクリロニトリル系炭素繊維＞
　ＰＡＮ系炭素繊維は、耐酸性に優れる炭素繊維である。
　レドックスフロー電池（以下、「ＲＦＢ」ともいう。）の電解液としては、通常、酸性
水溶液が用いられることから、ＲＦＢ用電極には耐酸性が求められる。ＰＡＮ系炭素繊維
を含むカーボンペーパーからなる本発明のＲＦＢ用電極は、耐酸性に優れるので電解液と
接触しても腐食しにくい。
【００１５】
　ＰＡＮ系炭素繊維の平均繊維長は、分散性の観点から２～３０ｍｍが好ましく、２～１
２ｍｍがより好ましい。すなわち、ＰＡＮ系炭素繊維としては、ポリアクリロニトリル系
の炭素短繊維が好ましい。
　ＰＡＮ系炭素繊維の平均繊維長は、例えば走査型電子顕微鏡などの顕微鏡で、炭素繊維
を５０倍以上に拡大して写真撮影を行い、無作為に異なる５０本の単繊維を選び、その長
さを計測し、これらの値を平均したものである。
【００１６】



(5) JP 2018-147595 A 2018.9.20

10

20

30

40

50

　ＰＡＮ系炭素繊維の平均繊維径は、ＰＡＮ系炭素繊維の生産コストおよび分散性の観点
から、３～２０μｍが好ましく、３～９μｍがより好ましい。特に、カーボンペーパーの
平滑性の観点から、ＰＡＮ系炭素繊維の平均繊維径は４～８μｍがさらに好ましい。
　ＰＡＮ系炭素繊維の平均繊維径は、例えば走査型電子顕微鏡などの顕微鏡で、炭素繊維
を５０倍以上に拡大して写真撮影を行い、無作為に異なる５０本の単繊維を選び、その繊
維径を計測し、これらの値を平均したものである。
【００１７】
　ＰＡＮ系炭素繊維の引張弾性率は、２００～６００ＧＰａが好ましい。
　ＰＡＮ系炭素繊維の引張弾性率は、ＪＩＳ　Ｒ　７６０１：１９８６に準じて測定され
る値である。
【００１８】
　ＰＡＮ系炭素繊維の引張強度は、３０００～７０００ＭＰａが好ましい。
　ＰＡＮ系炭素繊維の引張強度は、ＪＩＳ　Ｒ　７６０１：１９８６に準じて測定される
値である。
【００１９】
　ＰＡＮ系炭素繊維の製造は連続で行なう方法やバッチ式で行なう方法があるが、特に目
付のコントロールが容易であるという点と生産性および機械的強度の観点から連続が好ま
しい。
　ＰＡＮ系炭素繊維の目付は、１０～２００ｇ／ｍ２とすることが好ましい。
【００２０】
　カーボンペーパー中のＰＡＮ系炭素繊維の含有量は、カーボンペーパーの総質量に対し
て６０～７５質量％が好ましく、６６～７２質量％がより好ましい。ＰＡＮ系炭素繊維の
含有量が６０質量％以上であれば、カーボンペーパーの強度を充分に保持できる。一方、
ＰＡＮ系炭素繊維の含有量が７５質量％以下であれば、後述するバインダ樹脂の炭化物の
割合を確保できるので、ＰＡＮ系炭素繊維同士を充分に結着できる。
【００２１】
＜バインダ樹脂の炭化物＞
　バインダ樹脂の炭化物は、バインダ樹脂を炭素化して得られるものである。バインダ樹
脂の炭化物により、ＰＡＮ系炭素繊維同士が結着する。
【００２２】
　バインダ樹脂としては、ＰＡＮ系炭素繊維との結着力を有し、かつ炭素化するものであ
れば特に制限されないが、炭素化後の残炭率が２０質量％以上となるような樹脂が好まし
い。このような樹脂としては、例えばフェノール樹脂、フラン樹脂、エポキシ樹脂、メラ
ミン樹脂、イミド樹脂、ウレタン樹脂、アラミド樹脂、ピッチ、ポリアクリロニトリルな
どが挙げられる。
　これらは、１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　ここで、「残炭率」とは、バインダ樹脂を１２００℃以上の温度で炭素化したときの質
量を炭素化前の質量で割って１００を乗じた値である。
【００２３】
　フェノール樹脂としては、アルカリ触媒存在下においてフェノール類とアルデヒド類と
の反応によって得られるレゾールタイプのフェノール樹脂を用いることができる。
　また、レゾールタイプのフェノール樹脂に公知の方法によって酸性触媒下においてフェ
ノール類とアルデヒド類の反応によって生成する、固体の熱融着性を示すノボラックタイ
プのフェノール樹脂を溶解混入させることもできるが、この場合は硬化剤、例えばヘキサ
メチレンジアミンを含有した、自己架橋タイプのものが好ましい。
　フェノール類としては、例えばフェノール、レゾルシン、クレゾール、キシロールなど
が挙げられる。アルデヒド類としては、例えばホルマリン、パラホルムアルデヒド、フル
フラールなどが用いられる。また、これらを混合物として用いることができる。これらは
フェノール樹脂として市販品を利用することも可能である。
【００２４】
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　カーボンペーパー中のバインダ樹脂の炭化物の含有量は、カーボンペーパーの総質量に
対して２５～４０質量％が好ましく、２８～３４質量％がより好ましい。バインダ樹脂の
炭化物の含有量が２５質量％以上であれば、ＰＡＮ系炭素繊維同士を充分に結着できる。
一方、バインダ樹脂の炭化物の含有量が４０質量％以下であれば、ＰＡＮ系炭素繊維の割
合を確保できるので、カーボンペーパーの強度を充分に保持できる。
【００２５】
＜炭素フィラー＞
　炭素フィラーとしては、例えばカーボンブラック、黒鉛、カーボンナノチューブ、カー
ボンナノファイバー、コークス、活性炭、非晶質炭素、ミルド炭素繊維、チョップド炭素
繊維などが挙げられる。
　これらの中でも、カーボンペーパーの比表面積を制御しやすい、あるいは電極の反応活
性をより高めるなどの観点から、カーボンブラック、黒鉛、活性炭、非晶質炭素が好まし
い。
　これらは、１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２６】
　カーボンペーパー中の炭素フィラーの含有量は、カーボンペーパーの総質量に対して５
０質量％以下が好ましく、１～３０質量％がより好ましい。炭素フィラーの含有量が５０
質量％以下であれば、電解液の拡散経路を閉塞することなくカーボンペーパーの比表面積
を最大限に高めることができる。特に、炭素フィラーの含有量が１質量％以上であれば、
電極の反応活性がより高まる。
【００２７】
＜非ＰＡＮ系炭素繊維＞
　非ＰＡＮ系炭素繊維としては、ピッチ系炭素繊維、レーヨン系炭素繊維、活性炭繊維な
どが挙げられる。
　これらの中でも、電極の反応活性をより高める観点ではピッチ系炭素繊維が好ましく、
詳しくは後述するがカーボンペーパーの比表面積を制御しやすい観点では活性炭繊維が好
ましい。
【００２８】
　非ＰＡＮ系炭素繊維の平均繊維長は、分散性の観点から２～３０ｍｍが好ましく、２～
１２ｍｍがより好ましい。すなわち、非ＰＡＮ系炭素繊維としては、ポリアクリロニトリ
ル系以外の炭素短繊維が好ましい。
　非ＰＡＮ系炭素繊維の平均繊維長は、例えば走査型電子顕微鏡などの顕微鏡で、炭素繊
維を５０倍以上に拡大して写真撮影を行い、無作為に異なる５０本の単繊維を選び、その
長さを計測し、これらの値を平均したものである。
【００２９】
　非ＰＡＮ系炭素繊維の平均繊維径は、非ＰＡＮ系炭素繊維の生産コストおよび分散性の
観点から、３～２０μｍが好ましく、９～１５μｍがより好ましい。
　非ＰＡＮ系炭素繊維の平均繊維径は、例えば走査型電子顕微鏡などの顕微鏡で、炭素繊
維を５０倍以上に拡大して写真撮影を行い、無作為に異なる５０本の単繊維を選び、その
繊維径を計測し、これらの値を平均したものである。
【００３０】
　カーボンペーパー中の非ＰＡＮ系炭素繊維の含有量は、カーボンペーパーの総質量に対
して１～５０質量％が好ましく、１～３０質量％がより好ましい。非ＰＡＮ系炭素繊維の
含有量が１質量％以上であれば、電極の反応活性向上やカーボンペーパーの比表面積の増
大に寄与しやすい。一方、非ＰＡＮ系炭素繊維の含有量が５０質量％以下であれば、カー
ボンペーパーが脆くなり過ぎず、取り扱いが容易である。
【００３１】
＜物性＞
　カーボンペーパーの水銀圧入法により測定される比表面積は、０．５～１．５ｍ２／ｇ
であり、０．６～１．３ｍ２／ｇが好ましい。比表面積が０．５ｍ２／ｇ以上であれば、
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カーボンペーパーは充分な微細構造を有する。すなわち、カーボンペーパーは多孔質であ
り、このカーボンペーパーからなるＲＦＢ用電極の反応活性が向上する。よって、本発明
のＲＦＢ用電極を備えたＲＦＢは充電時の電圧が高く、電池性能に優れる。一方、比表面
積が１．５ｍ２／ｇを超えると、カーボンペーパーの表面の水接触角が大きくなりすぎる
。その結果、電解液を弾きやすくなり、電池性能が低下する。
【００３２】
　カーボンペーパーの厚さは、５０～５００μｍが好ましく、１００～４００μｍがより
好ましい。
【００３３】
　カーボンペーパーは、水銀圧入法により測定される細孔分布において少なくとも２つの
ピークを有することが好ましい。具体的には、細孔分布における細孔の半径が１０μｍ以
下の範囲と、細孔の半径が５０μｍ以上の範囲に少なくとも１つずつピークを有すること
が好ましい。細孔分布において少なくとも２つのピークを有していれば、カーボンペーパ
ーの比表面積を０．５～１．５ｍ２／ｇに制御しやすくなり、電池性能に優れるＲＦＢが
得られる。
【００３４】
＜作用効果＞
　以上説明した本発明のＲＦＢ用電極はカーボンペーパーからなるので、カーボンフェル
トに比べて安価であり、薄く、繊維が毛羽立ちにくい。そのため、本発明のＲＦＢ用電極
は、カーボンフェルトを用いた電極に比べて安価であり、薄膜化が容易であることから、
電池の低コスト化や小型化が可能であり、しかも電流短絡が起こりにくい。
　しかも、本発明のＲＦＢ用電極は、比表面積が０．５～１．５ｍ２／ｇであるカーボン
ペーパーからなるので、反応活性が高い。
　よって、本発明のＲＦＢ用電極を用いれば、低コスト化および小型化を実現でき、短絡
しにくく、電池性能に優れたＲＦＢが得られる。
【００３５】
「レドックスフロー電池用電極の製造方法」
＜第一の実施形態＞
　本発明の第一の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、以下の（Ａ１）工程、（Ａ２）
工程、（Ａ３）工程および（Ａ４）工程を有する。
（Ａ１）工程：ＰＡＮ系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程。
（Ａ２）工程：（Ａ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂と、炭素フィラーとを含むバインダ樹脂組成物を含浸させ、前駆体
シートを作製する工程。
（Ａ３）工程：（Ａ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化させ
る工程。
（Ａ４）工程：（Ａ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【００３６】
（（Ａ１）工程）
　（Ａ１）工程は、ＰＡＮ系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程である
。
　抄紙方法としては、液体の媒体中にＰＡＮ系炭素繊維を分散させて抄造する湿式法、空
気中にＰＡＮ系炭素繊維を分散させて降り積もらせる乾式法などが適用できる。これらの
中でも、ＰＡＮ系炭素繊維が単繊維に分散するのを助け、分散した単繊維が再び収束する
のを防止できる観点から、湿式法が好ましい。
　なお、炭素繊維紙は、ＰＡＮ系炭素繊維とともに、後述するバインダ短繊維を抄紙して
作製してもよい。
【００３７】
（（Ａ２）工程）
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　（Ａ２）工程は、（Ａ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量
％以上であるバインダ樹脂と、炭素フィラーとを含むバインダ樹脂組成物（以下、「樹脂
組成物（Ａ）」ともいう。）を含浸させ、前駆体シートを作製する工程である。
　樹脂組成物（Ａ）における炭素フィラーの割合は、炭素化前のバインダ樹脂１００質量
部に対して、１～３００質量部が好ましく、１～１００質量部がより好ましい。
【００３８】
　なお、樹脂組成物（Ａ）に、後述する、炭素化後の残炭率が１５質量％以下である樹脂
からなる粒子を配合してもよい。
　樹脂組成物（Ａ）における炭素化後の残炭率が１５質量％以下である樹脂からなる粒子
の割合は、炭素化前のバインダ樹脂１００質量部に対して、１００～５００質量部が好ま
しく、２００～４００質量部がより好ましい。
【００３９】
　炭素繊維紙に樹脂組成物（Ａ）を含浸する方法としては特に制限されないが、連続的に
行なうことができ、生産性および長尺ものも製造できるという点で、例えばコーターを用
いて炭素繊維紙表面に樹脂組成物（Ａ）を均一にコートする方法、絞り装置を用いるｄｉ
ｐ－ｎｉｐ方法、樹脂組成物（Ａ）からなる樹脂フィルムと炭素繊維紙とを重ねて、樹脂
組成物（Ａ）を炭素繊維紙に転写する方法などが挙げられる。
　炭素繊維紙への樹脂組成物（Ａ）の含浸量は、炭素繊維紙１００質量部に対して５０～
２００質量部が好ましく、６０～１５０質量部がより好ましい。
【００４０】
（（Ａ３）工程）
　（Ａ３）工程は、（Ａ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化
させる工程である。
　（Ａ４）工程の前に（Ａ３）工程を行うことで、ＰＡＮ系炭素繊維を樹脂組成物（Ａ）
中のバインダ樹脂で融着させ、かつ得られるカーボンペーパーの厚みムラを低減できる。
【００４１】
　前駆体シートを加熱する方法としては、加熱加圧が好ましく、例えば前駆体シートの上
下両面から平滑な剛板にて熱プレスする方法、連続ベルトプレス装置を用いて行う方法な
どが挙げられる。
　連続製造による前駆体シートを加熱加圧する場合は、連続ベルトプレス装置を用いて行
う方法が、長尺のカーボンペーパー（ＲＦＢ用電極）を製造できるという点で好ましい。
ＲＦＢ用電極が長尺であれば、ＲＦＢ用電極の生産性が高くなり、ＲＦＢのコスト低減化
に大きく寄与することができる。また、本発明のＲＦＢ用電極は、連続的に巻き取ること
も可能で、ＲＦＢ用電極やＲＦＢの生産性、コストの観点から好ましい。連続ベルト装置
におけるプレス方法としては、ロールプレスによりベルトに線圧で圧力を加える方法と液
圧ヘッドプレスにより面圧でプレスする方法があるが、後者の方がより平滑なＲＦＢ用電
極が得られるという点で好ましい。
【００４２】
　剛板に挟んで、または連続ベルトプレス装置で前駆体シートの加熱加圧を行う際は、剛
板やベルトに樹脂組成物（Ａ）などが付着しないように、予め剥離剤を塗っておくか、前
駆体シートと剛板やベルトとの間に離型紙を挟んで加熱加圧を行うことが好ましい。
【００４３】
　前駆体シートが加熱される温度は、効果的に表面を平滑にするために、１００～３００
℃が好ましく、１２０～２５０℃がより好ましい。
　前駆体シートが加圧される圧力は特に限定されないが、樹脂組成物（Ａ）の比率が多い
場合は、圧力が低くても前駆体シートの表面を平滑にすることが容易である。このとき必
要以上にプレス圧を高くすることは、加圧時にＰＡＮ系炭素繊維を破壊する、ＲＦＢ用電
極としたときその組織が緻密になりすぎるなどの問題が生じる場合がある。よって、例え
ば２０ｋＰａ～１０ＭＰａの圧力で加圧することが好ましい。
　加熱加圧の時間は、例えば３０秒～１０分とすることができる。
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【００４４】
（（Ａ４）工程）
　（Ａ４）工程は、（Ａ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製
する工程である。
　前駆体シートの炭素化は、ＰＡＮ系炭素繊維を（Ａ）中のバインダ樹脂で融着させ、か
つバインダ樹脂を炭素化することより、カーボンペーパー（ＲＦＢ用電極）の機械的強度
と導電性を発現させることを目的に行う。
【００４５】
　炭素化は、ＲＦＢ用電極の導電性を高めるために、不活性ガス中で行うことが好ましい
。
　炭素化は、１０００℃以上の温度で行うことが好ましく、より好ましくは１０００～３
０００℃であり、さらに好ましくは１０００～２５００℃である。炭素化の温度が１００
０℃以上であれば、充分な導電性を有するＲＦＢ用電極が得られる。
　炭素化の時間は、例えば１０分～１時間とすることができる。
【００４６】
　連続製造による前駆体シートを炭素化する場合は、前駆体シートの全長にわたって連続
で炭素化を行うことが、低コスト化という観点で好ましい。ＲＦＢ用電極が長尺であれば
、ＲＦＢ用電極の生産性が高くなり、ＲＦＢのコスト低減化に大きく寄与することができ
る。また、本発明のＲＦＢ用電極は、連続的に巻き取ることも可能で、ＲＦＢ用電極やＲ
ＦＢの生産性、コストの観点から好ましい。
【００４７】
　（Ａ４）工程により、炭素繊維紙に含浸した樹脂組成物（Ａ）中のバインダ樹脂が炭素
化され、炭化物となる。一方、樹脂組成物（Ａ）中の炭素フィラーは、炭素化後もカーボ
ンペーパーに残る。その結果、得られるカーボンペーパーの表面が凹凸状となる。具体的
には、比表面積が０．５～１．５ｍ２／ｇであるカーボンペーパーが得られる。
　なお、樹脂組成物（Ａ）が、炭素化後の残炭率が１５質量％以下である樹脂からなる粒
子を含む場合、この粒子は（Ａ４）工程により消失する。この消失した部分が空隙となる
ことから、カーボンペーパーの比表面積を０．５～１．５ｍ２／ｇに制御しやすくなる。
　こうして得られたカーボンペーパーをＲＦＢ用電極として用いる。
【００４８】
（他の工程）
　本発明の第一の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、（Ａ３）工程と（Ａ４）工程と
の間に、前処理工程および酸化処理工程の少なくとも一方を有していてもよい。
【００４９】
　前処理工程では、前駆体シートを３００～８００℃の程度の不活性雰囲気で焼成するこ
とが好ましい。
【００５０】
　酸化処理工程では、前駆体シートを２００℃以上３００℃未満の温度で酸化処理するこ
とが好ましい。
　（Ａ４）工程の前に酸化処理工程を行えば、ＰＡＮ系炭素繊維をバインダ樹脂でより融
着させ、かつバインダ樹脂の炭素化率をより向上させることができる。
　酸化処理は、２００℃以上３００℃未満の温度範囲で行うことが好ましく、より好まし
くは２４０～２７０℃である。
　酸化処理は、大気雰囲気下で行うことが好ましい。
　酸化処理の時間は、例えば３０分～２時間とすることができる。
【００５１】
　連続製造による前駆体シートを酸化処理する場合は、前駆体シートの全長にわたって連
続に行うことが低コスト化という観点で好ましい。ＲＦＢ用電極が長尺であれば、ＲＦＢ
用電極の生産性が高くなり、ＲＦＢのコスト低減化に大きく寄与することができる。また
、本発明のＲＦＢ用電極は、連続的に巻き取ることも可能で、ＲＦＢ用電極やＲＦＢの生
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産性、コストの観点から好ましい。
【００５２】
＜第二の実施形態＞
　本発明の第二の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、以下の（Ｂ１）工程、（Ｂ２）
工程、（Ｂ３）工程および（Ｂ４）工程を有する。
（Ｂ１）工程：ＰＡＮ系炭素繊維と非ＰＡＮ系炭素繊維とを用いて抄紙し、炭素繊維紙を
作製する工程。
（Ｂ２）工程：（Ｂ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂を含浸させ、前駆体シートを作製する工程。
（Ｂ３）工程：（Ｂ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化させ
る工程。
（Ｂ４）工程：（Ｂ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【００５３】
（（Ｂ１）工程）
　（Ｂ１）工程は、ＰＡＮ系炭素繊維と非ＰＡＮ系炭素繊維とを用いて抄紙し、炭素繊維
紙を作製する工程である。
　非ＰＡＮ系炭素繊維の割合は、ＰＡＮ系炭素繊維１００質量部に対して、１～１００質
量部が好ましく、１～５０質量部がより好ましい。
【００５４】
　抄紙方法としては、液体の媒体中にＰＡＮ系炭素繊維と非ＰＡＮ系炭素繊維の混合物を
分散させて抄造する湿式法、空気中にＰＡＮ系炭素繊維と非ＰＡＮ系炭素繊維の混合物を
分散させて降り積もらせる乾式法などが適用できる。これらの中でも、ＰＡＮ系炭素繊維
および非ＰＡＮ系炭素繊維が単繊維に分散するのを助け、分散した単繊維が再び収束する
のを防止できる観点から、湿式法が好ましい。
【００５５】
　ＰＡＮ系炭素繊維と非ＰＡＮ系炭素繊維を混合する方法としては、ＰＡＮ系炭素繊維と
ともに水中で攪拌分散させる方法と、直接混ぜ込む方法があるが、均一に分散させるため
には水中で拡散分散させる方法が好ましい。
　なお、炭素繊維紙は、ＰＡＮ系炭素繊維および非ＰＡＮ系炭素繊維とともに、後述する
バインダ短繊維を抄紙して作製してもよい。
【００５６】
（（Ｂ２）工程）
　（Ｂ２）工程は、（Ｂ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量
％以上であるバインダ樹脂を含浸させ、前駆体シートを作製する工程である。
　バインダ樹脂の含浸方法は、第一の実施形態において説明した（Ａ２）工程と同じであ
る。
　なお、バインダ樹脂と炭素フィラーとを混合してバインダ樹脂組成物（以下、「樹脂組
成物（Ｂ）」ともいう。）を炭素繊維紙に含浸させてもよい。また、樹脂組成物（Ｂ）に
、後述する、炭素化後の残炭率が１５質量％以下である樹脂からなる粒子を配合してもよ
い。
【００５７】
（（Ｂ３）工程）
　（Ｂ３）工程は、（Ｂ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化
させる工程である。
　前駆体シートを加熱する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ３）
工程と同じである。
【００５８】
（（Ｂ４）工程）
　（Ｂ４）工程は、（Ｂ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製
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する工程である。
　前駆体シートを炭素化する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ４
）工程と同じである。
【００５９】
　（Ｂ４）工程により、炭素繊維紙に含浸したバインダ樹脂が炭素化され、炭化物となる
。また、炭素繊維紙はＰＡＮ系炭素繊維と非ＰＡＮ系炭素繊維とで構成されているので、
得られるカーボンペーパーの表面が凹凸状となる。具体的には、比表面積が０．５～１．
５ｍ２／ｇであるカーボンペーパーが得られる。特に、活性炭繊維は、それ自体の表面が
凹凸形状を有している。よって、非ＰＡＮ系炭素繊維として活性炭繊維を用いれば、カー
ボンペーパーの比表面積を０．５～１．５ｍ２／ｇに制御しやすい。
【００６０】
　なお、炭素繊維紙に、バインダ樹脂とともに炭素フィラーを含浸させた場合、炭素フィ
ラーは、炭素化後もカーボンペーパーに残るため、カーボンペーパーの表面が凹凸状とな
りやすく、カーボンペーパーの比表面積を０．５～１．５ｍ２／ｇにより制御しやすくな
る。
　一方、炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が１５質量％以下である樹脂からなる粒子を含
浸させた場合、この粒子は炭素化後に消失する。この消失した部分が空隙となることから
、カーボンペーパーの比表面積を０．５～１．５ｍ２／ｇにより制御しやすくなる。
　こうして得られたカーボンペーパーをＲＦＢ用電極として用いる。
【００６１】
（他の工程）
　本発明の第二の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、（Ｂ３）工程と（Ｂ４）工程と
の間に、前処理工程および酸化処理工程の少なくとも一方を有していてもよい。
　前処理工程および酸化処理工程は、第一の実施形態において説明した前処理工程および
酸化処理工程と同様である。
【００６２】
＜第三の実施形態＞
　本発明の第三の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、以下の（Ｃ１）工程、（Ｃ２）
工程、（Ｃ３）工程および（Ｃ４）工程を有する。
（Ｃ１）工程：ＰＡＮ系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程。
（Ｃ２）工程：（Ｃ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂と、炭素化後の残炭率が１５質量％以下である樹脂からなる粒子と
を含むバインダ樹脂組成物を含浸させ、前駆体シートを作製する工程。
（Ｃ３）工程：（Ｃ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化させ
る工程。
（Ｃ４）工程：（Ｃ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【００６３】
（（Ｃ１）工程）
　（Ｃ１）工程は、ＰＡＮ系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程である
。
　抄紙方法としては、第一の実施形態において説明した（Ａ１）工程と同じである。
【００６４】
　炭素繊維紙は、ＰＡＮ系炭素繊維とともにバインダ短繊維を抄紙して作製してもよい。
バインダ短繊維を併用することで、炭素繊維紙中でＰＡＮ系炭素繊維の配向が変化するの
を抑制できる。
　バインダ短繊維としては、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）、ポリ酢酸ビニル、ポリエ
チレンテレフタレート（ＰＥＴ）からなる繊維などを用いることができる。これらの中で
も、結着力に優れ、ＰＡＮ系炭素繊維の脱落をより効果的に抑制できる観点で、ＰＶＡか
らなるバインダ短繊維が好ましい。
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　これらは、１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。ＰＥＴからなる
バインダ短繊維が好ましい。
【００６５】
（（Ｃ２）工程）
　（Ｃ２）工程は、（Ｃ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量
％以上であるバインダ樹脂と、炭素化後の残炭率が１５質量％以下である樹脂からなる粒
子とを含むバインダ樹脂組成物（以下、「樹脂組成物（Ｃ）」ともいう。）を含浸させ、
前駆体シートを作製する工程である。
【００６６】
　炭素化後の残炭率が１５質量％以下の樹脂からなる粒子に用いる樹脂は、炭素化時に熱
分解して、導電性物質としてほとんど残存しない物質が好ましい。炭素化後の残炭率が１
０質量％以下の樹脂がより好ましい。
　ここで、「残炭率」とは、樹脂を１２００℃以上の温度で炭素化したときの質量を炭素
化前の質量で割って１００を乗じた値である。
【００６７】
　残炭率が１５質量％以下の樹脂としては、ポリメタクリル酸メチル等のアクリル樹脂、
ポリスチレン、テトラフルオロエチレン等のフッ素樹脂、ポリエチレン、ポリ酢酸ビニル
、ポリビニルアルコールなどが挙げられる。例えば炭素化後の残炭率が２０質量％以上で
あるバインダ樹脂としてフェノール樹脂を用いる場合、ポリメタクリル酸メチル等のアク
リル樹脂やポリスチレンは、炭素化後の残炭率が２０質量％以上のバインダ樹脂の溶液中
で不溶であるため、粒子形状を維持できるという点で好ましい。
　これらは、１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００６８】
　炭素化後の残炭率が１５質量％以下の樹脂からなる粒子の形状は、真球状、楕円状、ブ
ロック状など、どのような形態であってよいが、炭素化時に消失することによって形成さ
れる空孔が連続的である点において真球状が好ましい。
　粒子の平均粒子径は、炭素繊維紙中の空隙に包含させる点において、２μｍ以下である
ことが好ましい。また形成させる空隙によって保水性、排水性が向上する点において１０
ｎｍ以上であることが好ましい。粒子の平均粒子径は、３０ｎｍ以上、１μｍ以下がより
好ましく、５０～６００ｎｍがさらに好ましい。
　粒子径の分布の分散性は高くても低くてもよいが、より精密に空隙サイズを制御できる
という点から単分散性が高いほうが好ましい。また、単分散性が高い粒子径を持つ炭素化
後の残炭率が１５質量％以下の樹脂からなる粒子単体を用いてもよいが、単分散性が高い
粒子径を持つ炭素化後の残炭率が１５質量％以下の樹脂からなる粒子が複数からなる混合
物を用いてもよい。
　炭素化後の残炭率が１５質量％以下の樹脂からなる粒子の製造方法は、例えば、シード
乳化重合法が挙げられる。分散媒は、粒子が溶解せず、取り扱い良好な水系溶媒が好まし
い。
【００６９】
　樹脂組成物（Ｃ）における、炭素化後の残炭率が１５質量％以下の樹脂からなる粒子の
割合は、炭素化前のバインダ樹脂１００質量部に対して、１００～５００質量部が好まし
く、２００～４００質量部がより好ましい。
　樹脂組成物（Ｃ）の含浸方法は、第一の実施形態において説明した（Ａ２）工程と同じ
である。
【００７０】
（（Ｃ３）工程）
　（Ｃ３）工程は、（Ｃ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化
させる工程である。
　前駆体シートを加熱する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ３）
工程と同じである。
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【００７１】
（（Ｃ４）工程）
　（Ｃ４）工程は、（Ｃ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製
する工程である。
　前駆体シートを炭素化する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ４
）工程と同じである。
【００７２】
　（Ｃ４）工程により、炭素繊維紙に含浸した、樹脂組成物（Ｃ）中のバインダ樹脂が炭
素化され、炭化物となる。一方、樹脂組成物（Ｃ）中の炭素化後の残炭率が１５質量％以
下である樹脂からなる粒子は、消失する。その結果、得られるカーボンペーパーの表面が
凹凸状となる。具体的には、比表面積が０．５～１．５ｍ２／ｇであるカーボンペーパー
が得られる。
　こうして得られたカーボンペーパーをＲＦＢ用電極として用いる。
【００７３】
（他の工程）
　本発明の第三の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、（Ｃ３）工程と（Ｃ４）工程と
の間に、前処理工程および酸化処理工程の少なくとも一方を有していてもよい。
　前処理工程および酸化処理工程は、第一の実施形態において説明した前処理工程および
酸化処理工程と同様である。
【００７４】
＜第四の実施形態＞
　本発明の第四の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、以下の（Ｄ１）工程、（Ｄ２）
工程、（Ｄ３）工程、（Ｄ４）工程、（Ｄ５）工程および（Ｄ６）工程を有する。
（Ｄ１）工程：ＰＡＮ系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程。
（Ｄ２）工程：（Ｄ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂を含浸させ、前駆体シートを作製する工程。
（Ｄ３）工程：前記前駆体シートを前記バインダ樹脂の貧溶媒に浸漬させて、前駆体シー
ト中のバインダ樹脂を凝固させる工程。
（Ｄ４）工程：（Ｄ３）工程後の前駆体シートから前記貧溶媒を除去する工程。
（Ｄ５）工程：（Ｄ４）工程後の前駆体シートを加熱し、前駆体シート中のバインダ樹脂
を硬化させる工程。
（Ｄ６）工程：（Ｄ５）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【００７５】
（（Ｄ１）工程）
　（Ｄ１）工程は、ＰＡＮ系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程である
。
　抄紙方法としては、第一の実施形態において説明した（Ａ１）工程と同じである。
　炭素繊維紙は、ＰＡＮ系炭素繊維とともにバインダ短繊維や非ＰＡＮ系炭素繊維を抄紙
して作製してもよい。
【００７６】
（（Ｄ２）工程）
　（Ｄ２）工程は、（Ｄ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量
％以上であるバインダ樹脂を含浸させ、前駆体シートを作製する工程である。
　バインダ樹脂の含浸方法は、第一の実施形態において説明した（Ａ２）工程と同じであ
る。
　なお、バインダ樹脂と炭素フィラーとを混合してバインダ樹脂組成物（以下、「樹脂組
成物（Ｄ）」ともいう。）を炭素繊維紙に含浸させてもよい。また、樹脂組成物（Ｄ）に
、炭素化後の残炭率が１５質量％以下である樹脂からなる粒子を配合してもよい。
【００７７】
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（（Ｄ３）工程）
　（Ｄ３）工程は、前記前駆体シートを前記バインダ樹脂の貧溶媒に浸漬させて、前駆体
シート中のバインダ樹脂を凝固させる工程である。
　バインダ樹脂の貧溶媒としては、一般的には水系溶媒を用いることができるが、バイン
ダ樹脂に対して貧溶媒となるものであれば特に限定されない。例えば、バインダ樹脂とし
てポリアクリロニトリルを用いた場合は、水、水とジメチルアセトアミドとの混合溶媒な
どを用いることができる。また、バインダ樹脂としてフェノール樹脂を用いた場合は、水
、水とアルコールとの混合溶媒を用いることができる。
　貧溶媒は、１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００７８】
　前駆体シート中のバインダ樹脂を凝固させることによって空隙を形成させることができ
、バインダ樹脂の多孔質化を促すことができる。
　空隙形成は、凝固浴中での凝固速度に依存する。凝固速度が比較的速い方が空隙を形成
しやすいため、炭素繊維紙に炭素繊維紙を含浸させた際の樹脂溶液濃度、凝固浴組成、凝
固浴温度によって精密に制御できる。
　樹脂溶液濃度としては、含浸時の作業性の点で５～４０質量％とすることが好ましい。
　また、例えば、バインダ樹脂としてポリアクリロニトリルまたはフェノール樹脂を用い
、貧溶媒となる凝固浴として水を用いた場合、好ましい凝固浴温度１０℃～８０℃である
。
【００７９】
（（Ｄ４）工程）
　（Ｄ４）工程は、（Ｄ３）工程後の前駆体シートから前記貧溶媒を除去する工程である
。
　貧溶媒の除去方法としては、加熱乾燥や真空乾燥などが挙げられる。
　乾燥温度は、貧溶媒の沸点近傍であり、かつ樹脂硬化に影響しにくい温度域が好ましい
。例えば、貧溶媒が水である場合、乾燥温度は８０～１２０℃が好ましい。
【００８０】
（（Ｄ５）工程）
　（Ｄ５）工程は、（Ｄ４）工程後の前駆体シートを加熱し、前駆体シート中のバインダ
樹脂を硬化させる工程である。
　前駆体シートを加熱する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ３）
工程と同じである。
【００８１】
（（Ｄ６）工程）
　（Ｄ６）工程は、（Ｄ５）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製
する工程である。
　前駆体シートを炭素化する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ４
）工程と同じである。
【００８２】
　（Ｄ６）工程により、炭素繊維紙に含浸したバインダ樹脂が炭素化され、炭化物となる
。上述したように、（Ｄ３）工程によりバインダ樹脂を凝固させることによってバインダ
樹脂は多孔質化され、空隙が形成される。すなわち、バインダ樹脂の炭化物は多孔質化し
ている。よって、得られるカーボンペーパーの表面が凹凸状となる。具体的には、比表面
積が０．５～１．５ｍ２／ｇであるカーボンペーパーが得られる。
　こうして得られたカーボンペーパーをＲＦＢ用電極として用いる。
【００８３】
（他の工程）
　本発明の第四の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、（Ｄ５）工程と（Ｄ６）工程と
の間に、前処理工程および酸化処理工程の少なくとも一方を有していてもよい。
　前処理工程および酸化処理工程は、第一の実施形態において説明した前処理工程および
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酸化処理工程と同様である。
【００８４】
＜第五の実施形態＞
　本発明の第五の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、以下の（Ｅ１）工程、（Ｅ２）
工程、（Ｅ３）工程、（Ｅ４）工程、（Ｅ５）工程、（Ｅ６）工程および（Ｅ７）工程を
有する。
（Ｅ１）工程：ＰＡＮ系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程。
（Ｅ２）工程：（Ｅ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂と、ポリビニルピロリドンとを含むバインダ樹脂組成物を含浸させ
、前駆体シートを作製する工程。
（Ｅ３）工程：前記前駆体シート中のバインダ樹脂とポリビニルピロリドンとを相分離さ
せる工程。
（Ｅ４）工程：（Ｅ３）工程後の前駆体シートを前記バインダ樹脂の貧溶媒に浸漬させて
、前駆体シート中のバインダ樹脂を凝固させる工程。
（Ｅ５）工程：（Ｅ４）工程後の前駆体シートから前記貧溶媒を除去する工程。
（Ｅ６）工程：（Ｅ５）工程後の前駆体シートを加熱し、前駆体シート中のバインダ樹脂
を硬化させる工程。
（Ｅ７）工程：（Ｅ６）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【００８５】
（（Ｅ１）工程）
　（Ｅ１）工程は、ＰＡＮ系炭素繊維を用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程である
。
　抄紙方法としては、第一の実施形態において説明した（Ａ１）工程と同じである。
　炭素繊維紙は、ＰＡＮ系炭素繊維とともにバインダ短繊維や非ＰＡＮ系炭素繊維を抄紙
して作製してもよい。
【００８６】
（（Ｅ２）工程）
　（Ｅ２）工程は、（Ｅ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量
％以上であるバインダ樹脂と、ポリビニルピロリドンとを含むバインダ樹脂組成物（以下
、「樹脂組成物（Ｅ）」ともいう。）を含浸させ、前駆体シートを作製する工程である。
　ポリビニルピロリドンは、バインダ樹脂と相分離可能であり、しかも炭素化時に導電性
物質としてほとんど残存しない樹脂である。また、ポリビニルピロリドンは相分離構造を
形成した後、洗浄によって容易に除去できる。
【００８７】
　樹脂組成物（Ｅ）における、ポリビニルピロリドンの割合は、炭素化前のバインダ樹脂
１００質量部に対して、１～１００質量部が好ましく、１～５０質量部がより好ましい。
　樹脂組成物（Ｅ）の含浸方法は、第一の実施形態において説明した（Ａ２）工程と同じ
である。
　なお、樹脂組成物（Ｅ）に、炭素フィラーや炭素化後の残炭率が１５質量％以下である
樹脂からなる粒子を配合してもよい。
【００８８】
（（Ｅ３）工程）
　（Ｅ３）工程は、前記前駆体シート中のバインダ樹脂とポリビニルピロリドンとを相分
離させる工程である。
　バインダ樹脂とポリビニルピロリドンの相分離は、前駆体シートを静置または吸湿させ
ればよく、こうすることで相分離構造を形成することができる。
　例えば、バインダ樹脂とフェノール樹脂を用い、雰囲気を相対湿度９０％、温度６０℃
で吸湿させた場合、好ましい相分離時間は５秒～２分である。
　バインダ樹脂とポリビニルピロリドンとの相分離構造のサイズは、静置時間、吸湿時間
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、吸湿量に依存する。前駆体シートに含浸させる際のバインダ樹脂とポリビニルピロリド
ンの混合溶液濃度、混合比、相分離時間、相分離時の雰囲気湿度等によって精密に制御で
きる。樹脂溶液濃度としては、含浸時の作業性の点で５～４０質量％とすることが好まし
い。
【００８９】
（（Ｅ４）工程）
　（Ｅ４）工程は、（Ｅ３）工程後の前駆体シートを前記バインダ樹脂の貧溶媒に浸漬さ
せて、前駆体シート中のバインダ樹脂を凝固させる工程である。
　バインダ樹脂の貧溶媒としては、第四の実施形態において説明した（Ｄ３）工程で用い
る貧溶媒と同じである。
【００９０】
　前駆体シート中のバインダ樹脂を凝固させることによって、（Ｅ３）工程で形成された
相分離構造を固定できる。
　バインダ樹脂とポリビニルピロリドンとの相分離構造のサイズは、凝固浴中での凝固速
度にも依存するため、凝固浴組成や凝固浴温度によっても精密に制御できる。
【００９１】
（（Ｅ５）工程）
　（Ｅ５）工程は、（Ｅ４）工程後の前駆体シートから前記貧溶媒を除去する工程である
。
　貧溶媒の除去方法としては、加熱乾燥や真空乾燥などが挙げられる。
　乾燥温度は、貧溶媒の沸点近傍であり、かつ樹脂硬化に影響しにくい温度域が好ましい
。例えば、貧溶媒が水である場合、乾燥温度は８０～１２０℃が好ましい。
【００９２】
（（Ｅ６）工程）
　（Ｅ６）工程は、（Ｅ５）工程後の前駆体シートを加熱し、前駆体シート中のバインダ
樹脂を硬化させる工程である。
　前駆体シートを加熱する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ３）
工程と同じである。
【００９３】
（（Ｅ７）工程）
　（Ｅ７）工程は、（Ｅ６）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製
する工程である。
　前駆体シートを炭素化する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ４
）工程と同じである。
【００９４】
　（Ｅ７）工程により、炭素繊維紙に含浸したバインダ樹脂が炭素化され、炭化物となる
。上述したように、（Ｅ３）工程によりバインダ樹脂とポリビニルピロリドンを相分離さ
せ、（Ｅ４）工程によりバインダ樹脂を凝固させることより、相分離構造を固定できる。
しかも、ポリビニルピロリドンは炭素化により消失する。よって、得られるカーボンペー
パーの表面が凹凸状となる。具体的には、比表面積が０．５～１．５ｍ２／ｇであるカー
ボンペーパーが得られる。
　こうして得られたカーボンペーパーをＲＦＢ用電極として用いる。
【００９５】
（他の工程）
　本発明の第五の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、（Ｅ６）工程と（Ｅ７）工程と
の間に、前処理工程および酸化処理工程の少なくとも一方を有していてもよい。
　前処理工程および酸化処理工程は、第一の実施形態において説明した前処理工程および
酸化処理工程と同様である。
【００９６】
＜第六の実施形態＞
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　本発明の第六の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、以下の（Ｆ１）工程、（Ｆ２）
工程、（Ｆ３）工程および（Ｆ４）工程を有する。
（Ｆ１）工程：ＰＡＮ系炭素繊維と、炭素繊維以外の繊維からなり、濾水度が４００～９
００ｍＬであるフィブリル状物とを用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程。
（Ｆ２）工程：（Ｆ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量％以
上であるバインダ樹脂を含浸させ、前駆体シートを作製する工程。
（Ｆ３）工程：（Ｆ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化させ
る工程。
（Ｆ４）工程：（Ｆ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製する
工程。
【００９７】
（（Ｆ１）工程）
　（Ｆ１）工程は、ＰＡＮ系炭素繊維と、炭素繊維以外の繊維からなり、濾水度が４００
～９００ｍＬであるフィブリル状物とを用いて抄紙し、炭素繊維紙を作製する工程である
。
　フィブリル状物は、炭素化により消失するが、フィブリル状物の周りに付着したバイン
ダ樹脂が炭化物として残り、炭化物の網状構造形成に寄与する。
【００９８】
　フィブリル状物の濾水度が４００～９００ｍＬである。濾水度を４００ｍＬ以上とする
ことにより、カーボンペーパーの表面状態を良好なものとすることができる。また、炭素
繊維紙を抄紙によって製造する場合には、抄紙時の水抜けが良好なものとなる。一方、濾
水度を９００ｍＬ以下とすることにより、フィブリル状物を形成する繊維の直径を適切な
ものとすることができ、カーボンペーパーの表面が粗になることがなく、ＲＦＢとしたと
きに他の部材との接触を良好に保つことができる。
【００９９】
　フィブリル状物は、ＰＡＮ系炭素繊維と一緒に分散し、炭素短繊維の再収束を防止する
役割も果たす。また、バインダ樹脂によっては、バインダ樹脂の硬化に縮合水を生成する
ものもあるが、フィブリル状物には、その水を吸収、排出する役割も期待できる。そのた
め、水との親和性にも優れているものが好ましい。具体的なフィブリル状物としては、フ
ィブリル化されたポリエチレン繊維、アクリル繊維、アラミド繊維等の合成パルプなどが
挙げられる。これらの中でも、ＰＡＮ系炭素繊維との親和性、取り扱い性、コストの点か
らフィブリル化されたポリエチレン繊維が好ましい。
【０１００】
　フィブリル状物は、抄紙時の分散媒に不溶でかつ膨潤しないことが好ましい。このよう
なフィブリル状物を用いれば、バインダ樹脂が付着する段階で形状が変化しにくいため、
網状の樹脂炭化物を容易に形成できる。
　架橋構造を効率的に形成するという点からフィブリル状物を構成する繊維の表面自由エ
ネルギーが、ＰＡＮ系炭素繊維の表面自由エネルギーより大きいものが好ましい。フィブ
リル状物を構成する繊維の表面自由エネルギーがＰＡＮ系炭素繊維より大きいことで、バ
インダ樹脂が繊維に優先的に付着し、炭素化後、網状の架橋構造が形成されやすくなる。
【０１０１】
　フィブリル状物の割合は、炭素繊維紙の総質量に対して、１０～７０質量％が好ましく
、１０～５０質量％がより好ましい。フィブリル状物の割合が１０質量％以上であれば、
網状の樹脂炭化物を十分に発達させることができ、ＲＦＢ用電極に十分な機械強度を付与
できる。また、フィブリル状物は、バインダ樹脂を押圧下で硬化するときに生じるうねり
やシワ等の外力に打ち勝つための補強材としても作用する。フィブリル状物の割合が１０
質量％以上であれば、補強材としての効果が充分に得られる。一方、フィブリル状物の割
合が７０質量％以下であれば、ＰＡＮ系炭素繊維に付着するバインダ樹脂の不足によりＲ
ＦＢ用電極が崩れやすくなったり、厚み制御が難しくなったりすることを防ぐことができ
る。
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【０１０２】
　抄紙方法としては、液体の媒体中にＰＡＮ系炭素繊維とフィブリル状物の混合物を分散
させて抄造する湿式法、空気中にＰＡＮ系炭素繊維とフィブリル状物の混合物を分散させ
て降り積もらせる乾式法などが適用できる。これらの中でも、ＰＡＮ系炭素繊維およびフ
ィブリル状物が単繊維に分散するのを助け、分散した単繊維が再び収束するのを防止でき
る観点から、湿式法が好ましい。
【０１０３】
　ＰＡＮ系炭素繊維とフィブリル状物を混合する方法としては、第二の実施形態の（Ｂ１
）工程において説明した、ＰＡＮ系炭素繊維と非ＰＡＮ系炭素繊維を混合する方法と同じ
である。
　なお、炭素繊維紙は、ＰＡＮ系炭素繊維およびフィブリル状物とともに、非ＰＡＮ系炭
素繊維やバインダ短繊維を抄紙して作製してもよい。
【０１０４】
（（Ｆ２）工程）
　（Ｆ２）工程は、（Ｆ１）工程で得られた炭素繊維紙に、炭素化後の残炭率が２０質量
％以上であるバインダ樹脂を含浸させ、前駆体シートを作製する工程である。
　バインダ樹脂の含浸方法は、第一の実施形態において説明した（Ａ２）工程と同じであ
る。
　なお、バインダ樹脂と炭素フィラーとを混合してバインダ樹脂組成物（以下、「樹脂組
成物（Ｆ）」ともいう。）を炭素繊維紙に含浸させてもよい。また、樹脂組成物（Ｆ）に
、炭素化後の残炭率が１５質量％以下である樹脂からなる粒子を配合してもよい。
【０１０５】
（（Ｆ３）工程）
　（Ｆ３）工程は、（Ｆ２）工程で得られた前駆体シートを加熱し、バインダ樹脂を硬化
させる工程である。
　前駆体シートを加熱する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ３）
工程と同じである。
【０１０６】
（（Ｆ４）工程）
　（Ｆ４）工程は、（Ｆ３）工程後の前駆体シートを炭素化し、カーボンペーパーを作製
する工程である。
　前駆体シートを炭素化する方法および条件は、第一の実施形態において説明した（Ａ４
）工程と同じである。
【０１０７】
　（Ｆ４）工程により、炭素繊維紙に含浸したバインダ樹脂が炭素化され、炭化物となる
。この炭化物は不定形である。また、上述したように、フィブリル状物は炭素化により消
失するが、フィブリル状物の周りに付着したバインダ樹脂が炭化物として残り、網状構造
の炭化物が形成される。ＰＡＮ系炭素繊維同士は不定型な炭化物と、架橋構造の炭化物に
より結着される。その結果、ＰＡＮ系炭素繊維同士が不定形な炭化物で結着されてできる
大きな細孔と、ＰＡＮ系炭素繊維同士が網状構造の炭化物で架橋されて形成される小さな
細孔とを有するカーボンペーパーが得られる。そのため、細孔分布において少なくとも２
つのピークを有することが可能となり、比表面積を０．５～１．５ｍ２／ｇに制御しやす
い。
　こうして得られたカーボンペーパーをＲＦＢ用電極として用いる。
【０１０８】
（他の工程）
　本発明の第六の実施形態のＲＦＢ用電極の製造方法は、（Ｆ３）工程と（Ｆ４）工程と
の間に、前処理工程および酸化処理工程の少なくとも一方を有していてもよい。
　前処理工程および酸化処理工程は、第一の実施形態において説明した前処理工程および
酸化処理工程と同様である。
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【０１０９】
＜作用効果＞
　以上説明した本発明のＲＦＢ用電極の製造方法によれば、比表面積が０．５～１．５ｍ
２／ｇであるカーボンペーパーを製造できる。本発明のＲＦＢ用電極の製造方法により得
られるＲＦＢ用電極を用いれば、低コスト化および小型化を実現でき、短絡しにくく、電
池性能に優れたＲＦＢが得られる。
【０１１０】
＜他の実施形態＞
　本発明のＲＦＢ用電極の製造方法は、上述した製造方法に限定されない。
　例えば、第一の実施形態や第二の実施形態において、前駆体シート中のバインダ樹脂を
硬化する前に、前駆体シートをバインダ樹脂の貧溶媒に浸漬させてバインダ樹脂を凝固さ
せてもよい。また、第一の実施形態や第二の実施形態において、炭素繊維紙にバインダ樹
脂を含浸させる際にポリビニルピロリドンも含浸させ、前駆体シート中のバインダ樹脂と
ポリビニルピロリドンとを相分離させた後、バインダ樹脂を凝固させてもよい。さらに、
第一の実施形態や第二の実施形態において、ＰＡＮ系炭素繊維とフィブリル状物とを用い
て抄紙し、炭素繊維紙を作製してもよい。
【０１１１】
「レドックスフロー電池」
　図１は、本発明のＲＦＢの一例を示す概略構成図である。
　この例のＲＦＢ１０は、水素イオンが透過する隔膜１１により内部が正極室１２ａと負
極室１２ｂに分離された電解槽１２と、正極室１２ａに設置された正極電極１３ａと、負
極室１２ｂに設置された負極電極１３ｂと、正極電解液を貯留する正極タンク１４ａと、
負極電解液を貯留する負極タンク１４ｂとを備える。
【０１１２】
　正極室１２ａと正極タンク１４ａは接続配管１５ａ、１６ａを介して接続され、正極電
解液はポンプ１７ａにより正極タンク１４ａと正極室１２ａとの間で循環される。
　負極室１２ｂと負極タンク１４ｂは接続配管１５ｂ、１６ｂを介して接続され、負極電
解液はポンプ１７ｂにより負極タンク１４ｂと負極室１２ｂとの間で循環される。
【０１１３】
　本実施形態において、正極電極１３ａおよび負極電極１３ｂの少なくとも一方が、本発
明のＲＦＢ用電極である。
　正極電極１３ａおよび負極電極１３ｂのいずれか一方が本発明のＲＦＢ用電極である場
合、他方の電極としては公知の電極を用いることができる。
　本実施形態のＲＦＢ１０は、正極電極１３ａおよび負極電極１３ｂの両方が、本発明の
ＲＦＢ用電極であることが好ましい。
　正極電極１３ａおよび負極電極１３ｂ以外の構成は、従来のＲＦＢと同じものを採用で
きる。
【０１１４】
　以上説明した本発明の本発明のＲＦＢは、ＲＦＢ用電極を備えているので、低コスト化
および小型化を実現でき、短絡しにくく、電池性能に優れる。
【実施例】
【０１１５】
　以下、本発明を実施例により具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもので
はない。
【０１１６】
「測定方法」
＜厚さの測定＞
　カーボンペーパーの厚さは、厚み測定装置（株式会社ミツトヨ製、「ダイヤルシックネ
スゲージ７３２１」）を使用して測定した。測定子の大きさは直径１０ｍｍで、測定圧力
は１．５ｋＰａとした。
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【０１１７】
＜比表面積の測定＞
　カーボンペーパーの比表面積は、水銀ポロシメーター（Ｑｕａｎｔａｃｈｒｏｍｅ社製
、「Ｐｏｒｅ　Ｍａｓｔｅｒ－６０」）を用い、水銀圧入法により測定した。
【０１１８】
＜電池性能の評価＞
　マッフル炉にてカーボンペーパーを６００℃、３０分間大気雰囲気中で加熱し、これを
５ｃｍ四方にカットしたものを、アノード用とカソード用に２枚準備した。陽イオン交換
膜（ＤｕＰｏｎｔ社製、「Ｎａｆｉｏｎ　ＮＲＥ－２１２」）を、アノード用、カソード
用のカーボンペーパーで挟持し、さらにそれらを蛇行型の電解液流路を有する２枚のカー
ボンセパレーターによって挟み、単セルを形成した。
　正極電解液および負極電解液としては硫酸バナジウム水溶液（バナジウムイオン濃度２
Ｍ，硫酸イオン濃度４Ｍ）を用いた。２５℃にて正極電解液および負極電解液を２０ｍＬ
／ｍｉｎで循環供給しながら、電流密度４０ｍＡ／ｃｍ２における電圧を測定した。
【０１１９】
「実施例１」
　ＰＡＮ系炭素繊維（平均繊維径：７μｍ、平均繊維長：３ｍｍ）１００質量部を水中に
均一に分散して単繊維に解繊し、十分に分散したところに、バインダ短繊維としてポリビ
ニルアルコール短繊維（株式会社クラレ製、「ＶＢＰ１０５－１」、平均繊維長：３ｍｍ
）４０質量部、およびポリエチレンテレフタレート短繊維３０質量部を均一に分散し、分
散液を調製した。
　次いで、標準角型シートマシン（熊谷理機工業株式会社製、「Ｎｏ．２５５５」）を用
いてＪＩＳ　Ｐ　８２０９法に準拠して手動により分散液を抄紙した後、乾燥させて、目
付が４０ｇ／ｍ２の炭素繊維紙を得た。炭素繊維の分散状態は良好であった。
　別途、炭素化後の残炭率が１５質量％以下の樹脂からなる粒子として、真球状のポリメ
タクリル酸メチル（ＰＭＭＡ）粒子（平均粒子径：２３３ｎｍ）を２０質量％含む水分散
液（ＰＭＭＡ粒子水分散液）を用意した。
　先に得られた炭素繊維紙をＰＭＭＡ粒子水分散液に含浸させ、室温にて８時間乾燥させ
ることによって、目付が９８ｇ／ｍ２であり、ＰＭＭＡ粒が付与された炭素繊維紙を得た
。
　次いで、ＰＭＭＡ粒が付与された炭素繊維紙をフェノール樹脂（ＤＩＣ株式会社製、「
フェノライトＪ－３２５」）を１３質量％含むメタノール溶液に含浸させ、熱風乾燥機に
て８０℃で１時間乾燥させることによって、目付が１１５ｇ／ｍ２であり、フェノール樹
脂およびＰＭＭＡ粒が付与された前駆体シートを得た。これは、ＰＡＮ系炭素繊維１００
質量部に対し、フェノール樹脂を７２質量部付着させたことになる。また、フェノール樹
脂１００質量部に対し、ＰＭＭＡ粒子を３４０質量部混合させたことになる。
　次いで、得られた前駆体シートを２枚重ね合わせ、これを２枚のシリコーン系離型剤を
コートした紙に挟んだ後、バッチプレス装置で１８０℃、３０ｋＰａの条件下で３分間加
熱加圧した。
　次いで、加熱加圧した前駆体シートをバッチ炭素化炉にて、窒素ガス雰囲気中、２００
０℃の条件下で１時間炭素化し、厚さ２２０μｍのカーボンペーパーを得た。
　得られたカーボンペーパーについて、比表面積を求めた。結果を表１に示す。また、得
られたカーボンペーパーの表面を走査型電子顕微鏡により観察したところ、分散したＰＡ
Ｎ系炭素繊維同士が炭素化したフェノール樹脂により結着していた。また、ＰＭＭＡ粒子
は消失しており、この消失したＰＭＭＡ粒子の平均粒子径に依存した大きさの空隙が形成
されていた。
【０１２０】
　得られたカーボンペーパーをＲＦＢ用電極として用い、図１に示すＲＦＢ１０を製造し
た。ポンプ１７ａ、１７ｂを稼働させ、正極タンク１４ａと正極室１２ａとの間で正極電
解液を循環させ、負極タンク１４ｂと負極室１２ｂとの間で負極電解液を循環させ、正極
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室１２ａおよび負極室１２ｂに設置された各ＲＦＢ用電極上で酸化還元反応を進行させる
ことで充放電を行い、電池性能を評価した。結果を表１に示す。
【０１２１】
「実施例２」
　炭素繊維として、平均繊維長６ｍｍにカットしたＰＡＮ系炭素繊維（三菱レイヨン株式
会社製、「ＴＲ５０Ｓ」、平均繊維径：７μｍ）２０質量部と平均繊維長６ｍｍにカット
した非ＰＡＮ系炭素繊維（三菱レイヨン株式会社製、「Ｋ２２３ＳＥ」）８０質量部を用
いた以外は、実施例１と同様にして厚さ２００μｍのカーボンペーパーを作製し、比表面
積を求めた。
　また、得られたカーボンペーパーを用いた以外は、実施例１と同様にしてＲＦＢを製造
し、電池性能を評価した。結果を表１に示す。
【０１２２】
「実施例３」
　ＰＭＭＡ粒子水分散液の代わりに、炭素フィラーとして熱分解黒鉛（伊藤黒鉛工業株式
会社製、「ＰＣ－Ｈ」）を２０質量％含む水分散液を用いた以外は、実施例１と同様にし
て厚さ１９５μｍのカーボンペーパーを作製し、比表面積を求めた。結果を表１に示す。
　また、得られたカーボンペーパーを用いた以外は、実施例１と同様にしてＲＦＢを製造
し、電池性能を評価した。結果を表１に示す。
【０１２３】
「実施例４」
　ＰＡＮ系炭素繊維（平均繊維径：７μｍ、平均繊維長：３ｍｍ）１００質量部を湿式短
網連続抄紙装置のスラリータンクで水中に均一に分散解繊し、十分に分散したところに、
バインダ短繊維としてポリビニルアルコール短繊維（株式会社クラレ製、「ＶＢＰ１０５
－１」、平均繊維長：３ｍｍ）２０質量部、およびフィブリル状物としてポリエチレンパ
ルプ（三井化学株式会社製、「ＳＷＰ」、濾水度：４５０ｍＬ（ＪＩＳ　Ｐ　８１２１の
パルプ濾水度試験法（１）カナダ標準型で測定））１００質量部を均一に分散し、送り出
した。
　送り出されたウェブを短網板に通し、ドライヤー乾燥後、目付４０ｇ／ｍ２、長さ１０
０ｍの炭素繊維紙を得た。
　得られた炭素繊維紙をフェノール樹脂（ＤＩＣ株式会社製、「フェノライトＪ－３２５
」）を１３質量％含むメタノール溶液に含浸させ、熱風乾燥炉にて１２０℃で１０分乾燥
させることによって、目付が５８ｇ／ｍ２であり、フェノール樹脂が付与された前駆体シ
ートを得た。これは、ＰＡＮ系炭素繊維１００質量部に対し、フェノール樹脂を１００質
量部付着させたことになる。
　次いで、得られた前駆体シートを２枚貼り合せて一対のエンドレスベルトを備えた連続
式加熱プレス装置（ダブルベルトプレス装置：ＤＢＰ）にて連続的に加熱し、表面が平滑
化されたシート（幅：３０ｃｍ、長さ：１００ｍ）を得た。このときの予熱ゾーンでの予
熱温度は１５０℃、予熱時間は５分であり、加熱加圧ゾーンでの温度は２５０℃、プレス
圧力は線圧８．０×１０４Ｎ／ｍであった。なお、シートがベルトに貼り付かないように
２枚の離型紙の間に挟んでＤＢＰを通した。
　次いで、このシートを窒素ガス雰囲気中、５００℃の連続焼成炉にて５分間フェノール
樹脂の硬化処理および前炭素化した後、窒素ガス雰囲気中、２０００℃の連続焼成炉にお
いて５分間加熱し、炭素化することで厚さ２００μｍのカーボンペーパーを得た。
　得られたカーボンペーパーについて、比表面積を求めた。結果を表１に示す。
　また、得られたカーボンペーパーを用いた以外は、実施例１と同様にしてＲＦＢを製造
し、電池性能を評価した。結果を表１に示す。
【０１２４】
「比較例１」
　炭素繊維紙をＰＭＭＡ粒子水分散液に含浸させなかった以外は、実施例１と同様にして
厚さ１９０μｍのカーボンペーパーを作製し、比表面積を求めた。結果を表１に示す。
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　また、得られたカーボンペーパーを用いた以外は、実施例１と同様にしてＲＦＢを製造
し、電池性能を評価した。結果を表１に示す。
【０１２５】
【表１】

【０１２６】
　表１から明らかなように、各実施例で得られたカーボンペーパーをＲＦＢ用電極として
用いたＲＦＢは、電池性能に優れていた。
　一方、比表面積が０．５ｍ２／ｇ未満であるカーボンペーパーをＲＦＢ用電極として用
いた比較例１のＲＦＢは、各実施例のＲＦＢに比べて電池性能に劣っていた。
【符号の説明】
【０１２７】
　１０　レドックスフロー電池
　１１　隔膜
　１２　電解槽
　１２ａ　正極室
　１２ｂ　負極室
　１３ａ　正極電極
　１３ｂ　負極電極
　１４ａ　正極タンク
　１４ｂ　負極タンク
　１５ａ　接続配管
　１５ｂ　接続配管
　１６ａ　接続配管
　１６ｂ　接続配管
　１７ａ　ポンプ
　１７ｂ　ポンプ
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